
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
点火コイルの一次電流を通電、遮断制御するための点火信号を波形整形する波形整形回路
と、
前記波形整形された点火信号に基づいて前記一次電流を通電、遮断することにより前記点
火コイルの二次側に高電圧を発生させるスイッチング素子と、
前記点火コイルの一次電流が 所定値を超えたと
きには、前記一次電流を強制的に遮断し、前記点火信号がオフするまで遮断状態を保持す
る過電流保護回路と
を備えたことを特徴とする内燃機関用点火装置。
【請求項２】
前記過電流保護回路は、
前記スイッチング素子に直列に接続された検出抵抗と、
前記検出抵抗の端子電圧と基準電源の所定の電圧を比較する比較器と、
前記比較器の出力及び前記点火信号に基づいて前記スイッチング素子の通電、遮断を制御
するラッチ回路と
を有することを特徴とする請求項１記載の内燃機関用点火装置。
【請求項３】
点火コイルの一次電流を通電、遮断制御するための点火信号を波形整形する波形整形回路
と、
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前記波形整形された点火信号に基づいて前記一次電流を通電、遮断することにより前記点
火コイルの二次側に高電圧を発生させるスイッチング素子と、
前記点火コイルの一次電流が 所定値を超えたと
きには、前記一次電流を強制的に遮断し、前記点火信号がオフするまで遮断状態を保持す
る過電流保護回路と、
前記点火信号が所定の通電時間を超えたときには、前記点火コイルの一次電流を強制的に
遮断し、前記点火信号がオフするまで遮断状態を保持する通電時間異常保護回路と
を備えたことを特徴とする内燃機関用点火装置。
【請求項４】
前記通電時間異常保護回路は、
前記点火信号に基づき定電流を積分する積分回路と、
前記積分回路の積分電圧と基準電源の所定の電圧を比較し、この比較結果に基づいて前記
スイッチング素子の通電、遮断を制御する比較器と
を有することを特徴とする請求項３記載の内燃機関用点火装置。
【請求項５】
前記過電流保護回路は、
前記スイッチング素子に直列に接続された検出抵抗と、
前記検出抵抗の端子電圧と基準電源の所定の電圧を比較する比較器と、
前記比較器の出力及び前記点火信号に基づいて前記スイッチング素子の通電、遮断を制御
するラッチ回路と
を有することを特徴とする請求項３又は４記載の内燃機関用点火装置。
【請求項６】
点火コイルの一次電流を通電、遮断制御するための点火信号を波形整形する波形整形回路
と、
前記波形整形された点火信号に基づいて前記一次電流を通電、遮断することにより前記点
火コイルの二次側に高電圧を発生させるスイッチング素子と、
前記点火コイルの一次電流が 所定値を超えたと
きには、所定の信号を出力する過電流保護回路と、
前記所定の信号に基づき前記点火コイルの一次電流が所定値を超えたとき、又は前記点火
信号が所定の通電時間を超えたときには、前記点火コイルの一次電流を強制的に遮断し、
前記点火信号がオフするまで遮断状態を保持する通電時間異常保護回路と
を備えたことを特徴とする内燃機関用点火装置。
【請求項７】
前記過電流保護回路は、
前記スイッチング素子に直列に接続された検出抵抗と、
前記検出抵抗の端子電圧と基準電源の所定の電圧を比較し比較結果を出力する比較器と
を有するとともに、
前記通電時間異常保護回路は、
前記点火信号及び前記比較結果に基づき定電流を積分する積分回路と、
前記積分回路の積分電圧と基準電源の所定の電圧を比較し、この比較結果に基づいて前記
スイッチング素子の通電、遮断を制御する比較器と
を有することを特徴とする請求項６記載の内燃機関用点火装置。
【請求項８】
前記過電流保護回路における所定値は、前記一次電流の正常時の最大値の１．６倍以上で
ある
ことを特徴とする請求項１から請求項７までのいずれかに記載の内燃機関用点火装置。
【請求項９】
前記スイッチング素子は、絶縁ゲート型バイポーラパワートランジスタである
ことを特徴とする請求項１から請求項７までのいずれかに記載の内燃機関用点火装置。
【発明の詳細な説明】
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【０００１】
【発明の属する技術分野】
この発明は、過電流保護回路や通電時間異常保護回路を用いて、消費電力を低減し、小型
化、高信頼性を実現した内燃機関用点火装置に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
点火装置には、スイッチング素子とこれを保護するための各種さまざまな機能を設けたも
のがある。例えば、点火信号が所定値以上に長くなった場合や、点火信号を発生する制御
装置のＧＮＤ電位が点火電源のＧＮＤ電位よりも上昇した場合に生じる連続通電状態に対
する遮断回路や、電源電圧の異常により発生するスイッチング素子の過電流に対する電流
制限回路などがある。
【０００３】
従来の内燃機関用点火装置について図面を参照しながら説明する。図１２は、従来の内燃
機関用点火装置の構成を示す図である。
【０００４】
図１２において、１は制御回路、２はバッテリー、３は点火コイル、４は点火プラグ、３
０はスイッチング回路である。
【０００５】
また、同図において、点火装置は、点火コイル３と、制御回路１からの点火信号ａにもと
づき点火コイル３の一次電流を通電、遮断するスイッチング素子５を含むスイッチング回
路３０とから構成されている。
【０００６】
このスイッチング回路３０は、点火信号ａを波形整形する波形整形回路８と、スイッチン
グ素子５と、点火信号ａに異常が発生した場合にスイッチング素子５を保護する保護回路
６と、電源電圧の異常時にスイッチング素子５をＯＦＦさせる保護回路２０とから構成さ
れている。
【０００７】
保護回路６は、点火信号ａが所定値以上に長くなった場合や、電源電圧の異常により発生
するスイッチング素子５の過電流に対する過電流保護回路である。この過電流保護回路６
は、点火コイル３の一次コイルとスイッチング素子５に直列に挿入した検出抵抗６１と、
その端子電圧と基準電源６２の所定の電圧を比較した結果をもとにスイッチング素子５の
入力を制御することで所定値以上の電流が流れないように制御する。
【０００８】
また、保護回路２０は、ロードダンプなどにより電源電圧が異常に上昇した場合に、スイ
ッチング素子５の入力をＯＦＦさせて一次電流を遮断する過電圧遮断回路である。これは
電源電圧の上昇により、過電流保護回路６が働き、スイッチング素子５の消費電力が大き
くなり、これによりパワースイッチが破壊する恐れがあるため、これを保護するものであ
る。
【０００９】
スイッチング回路３０がバッテリー２から電源をもらっていない場合（電源端子を有さな
い場合）は、ロードダンプなどのサージに対し、制御回路１側に同様の機能を設け、点火
信号を遮断する形で保護するのが一般的である。制御回路１にも本機能がない場合は、チ
ップサイズや放熱板を大きくして保護する必要がある。
【００１０】
つぎに、従来の内燃機関用点火装置の動作について図面を参照しながら説明する。図１３
は、従来の内燃機関用点火装置の動作を示すタイミングチャートである。
【００１１】
点火信号ａにもとづき、波形整形した信号ｅによりスイッチング素子５を駆動し、点火コ
イル３の一次電流ｆを通電、遮断する。
【００１２】
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点火信号ａが正常な時は、点火コイル３の一次側に流れる電流ｆは、図１３に示すように
、目標とする値となる。スイッチング素子５により点火コイル３の一次電流ｆを通電、遮
断することで点火コイル３の二次側に高圧を発生し、点火プラグ４で点火する。
【００１３】
一方、点火信号ａが何らかの異常で長くなった場合は、電源電圧に依存した一次コイルの
電流ｆが過電流保護回路６で設定した電流値に達すると、過電流保護回路６の出力にもと
づきその値以上にならないように制御する。
【００１４】
【発明が解決しようとする課題】
自動車の高電源電圧化は、世界的、地球的規模にたった環境技術とＩＴ技術を確立するた
めに必要な今後予想される電気負荷を想定した場合、これらを実現するための重要な課題
である。
【００１５】
電気負荷の増大を考慮すれば電源は高いほど好ましいが、安全性を考慮し、４２Ｖ電源（
バッテリー電圧３６Ｖ）が検討されている。
【００１６】
高電源化は性能面では有利な点が多いが、安全性の確保、部品の保護の面では困難な要素
も多い。
【００１７】
点火用スイッチング回路においても従来の製品をそのまま使用すると十分な安全性が確保
できないという問題点が発生する。
【００１８】
例えば、点火信号の異常による過電流防止機能については、電流は制限できてもスイッチ
ング素子に加わる電圧が大きくなり、電流制限時の消費電力が膨大となる。これによって
本来パワースイッチを保護するために付加した機能が働いた場合でも、スイッチング素子
が破壊に至る可能性がある。
【００１９】
このように従来の保護回路では高電源化に対し、十分な保護を行うことができない。この
ため、たとえば、スイッチング素子の許容電力の大きなものの適用や放熱板の拡大などの
変更やさらなる保護回路の検討が必要となる。
【００２０】
この発明は、前述した問題点を解決するためになされたもので、消費電力を低減でき、素
子や放熱板の小型化を図ることができる内燃機関用点火装置を得ることを目的とする。
【００２１】
【課題を解決するための手段】
この発明に係る内燃機関用点火装置は、点火コイルの一次電流を通電、遮断制御するため
の点火信号を波形整形する波形整形回路と、前記波形整形された点火信号に基づいて前記
一次電流を通電、遮断することにより前記点火コイルの二次側に高電圧を発生させるスイ
ッチング素子と、前記点火コイルの一次電流が
所定値を超えたときには、前記一次電流を強制的に遮断し、前記点火信号がオフするまで
遮断状態を保持する過電流保護回路とを備えたものである。
【００２２】
この発明に係る内燃機関用点火装置は、前記過電流保護回路が、前記スイッチング素子に
直列に接続された検出抵抗と、前記検出抵抗の端子電圧と基準電源の所定の電圧を比較す
る比較器と、前記比較器の出力及び前記点火信号に基づいて前記スイッチング素子の通電
、遮断を制御するラッチ回路とを有するものである。
【００２３】
また、この発明に係る内燃機関用点火装置は、点火コイルの一次電流を通電、遮断制御す
るための点火信号を波形整形する波形整形回路と、前記波形整形された点火信号に基づい
て前記一次電流を通電、遮断することにより前記点火コイルの二次側に高電圧を発生させ
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るスイッチング素子と、前記点火コイルの一次電流が
所定値を超えたときには、前記一次電流を強制的に遮断し、前記点火信号がオフす

るまで遮断状態を保持する過電流保護回路と、前記点火信号が所定の通電時間を超えたと
きには、前記点火コイルの一次電流を強制的に遮断し、前記点火信号がオフするまで遮断
状態を保持する通電時間異常保護回路とを備えたものである。
【００２４】
この発明に係る内燃機関用点火装置は、前記通電時間異常保護回路が、前記点火信号に基
づき定電流を積分する積分回路と、前記積分回路の積分電圧と基準電源の所定の電圧を比
較し、この比較結果に基づいて前記スイッチング素子の通電、遮断を制御する比較器とを
有するものである。
【００２５】
この発明に係る内燃機関用点火装置は、前記過電流保護回路が、前記スイッチング素子に
直列に接続された検出抵抗と、前記検出抵抗の端子電圧と基準電源の所定の電圧を比較す
る比較器と、前記比較器の出力及び前記点火信号に基づいて前記スイッチング素子の通電
、遮断を制御するラッチ回路とを有するものである。
【００２６】
さらに、この発明に係る内燃機関用点火装置は、点火コイルの一次電流を通電、遮断制御
するための点火信号を波形整形する波形整形回路と、前記波形整形された点火信号に基づ
いて前記一次電流を通電、遮断することにより前記点火コイルの二次側に高電圧を発生さ
せるスイッチング素子と、前記点火コイルの一次電流が

所定値を超えたときには、所定の信号を出力する過電流保護回路と、前記所定の
信号に基づき前記点火コイルの一次電流が所定値を超えたとき、又は前記点火信号が所定
の通電時間を超えたときには、前記点火コイルの一次電流を強制的に遮断し、前記点火信
号がオフするまで遮断状態を保持する通電時間異常保護回路とを備えたものである。
【００２７】
この発明に係る内燃機関用点火装置は、前記過電流保護回路が、前記スイッチング素子に
直列に接続された検出抵抗と、前記検出抵抗の端子電圧と基準電源の所定の電圧を比較し
比較結果を出力する比較器とを有するとともに、前記通電時間異常保護回路が、前記点火
信号及び前記比較結果に基づき定電流を積分する積分回路と、前記積分回路の積分電圧と
基準電源の所定の電圧を比較し、この比較結果に基づいて前記スイッチング素子の通電、
遮断を制御する比較器とを有するものである。
【００２８】
この発明に係る内燃機関用点火装置は、前記過電流保護回路における所定値を、前記一次
電流の正常時の最大値の１．６倍以上としたものである。
【００２９】
この発明に係る内燃機関用点火装置は、前記スイッチング素子を、絶縁ゲート型バイポー
ラパワートランジスタとしたものである。
【００３０】
【発明の実施の形態】
実施の形態１．
この発明の実施の形態１に係る内燃機関用点火装置について図面を参照しながら説明する
。図１は、この発明の実施の形態１に係る内燃機関用点火装置の構成を示す図である。な
お、各図中、同一符号は同一又は相当部分を示す。
【００３１】
図１において、１は制御回路、２はバッテリー、３は点火コイル、４は点火プラグ、５は
ＩＧＢＴ（Ｉｎｓｕｌａｔｅｄ　Ｇａｔｅ　Ｂｉｐｏｌａｒ　Ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ：絶
縁ゲート型バイポーラパワートランジスタ）等のスイッチング素子である。
【００３２】
また、同図において、６Ａは点火コイル３の一次電流が所定値を超えると、一次電流を強
制的に遮断し、点火信号の出力がロー（ＬＯＷ）（ＯＦＦ）になるまで遮断状態を保持す
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る過電流保護回路、８は点火信号を波形整形する波形整形回路、９Ａは波形整形回路８の
出力と過電流保護回路６Ａの出力の論理をとる論理回路（ＡＮＤゲート）である。
【００３３】
スイッチング素子５は、制御回路１からの点火信号ａにより、点火コイル３の一次電流ｆ
を通電、遮断する。これによって点火コイル３の二次側に高電圧が発生し、点火プラグ４
で点火する。
【００３４】
過電流保護回路６Ａは、点火コイル３の一次コイルとスイッチング素子５に直列に挿入し
た検出抵抗６１と、その端子電圧と基準電源６２の所定の電圧（例えば、一次電流の正常
時の最大値の１．６倍に対応する値）を比較する比較器６３と、比較器６３の出力ｈと制
御回路１からインバータを経た点火信号ａをもとに、論理回路９Ａを介し、スイッチング
素子５の入力を制御するラッチ回路６４とから構成されている。また、波形整形回路８は
、比較器８１と基準電源８２とから構成されている。
【００３５】
なお、図１では、論理回路９Ａを介してスイッチング素子５の入力を遮断しているが、直
接スイッチング素子５の入力を遮断しても同様の効果が得られる。
【００３６】
つぎに、この実施の形態１に係る内燃機関用点火装置の動作について図面を参照しながら
説明する。
【００３７】
図２は、この発明の実施の形態１に係る内燃機関用点火装置の動作を示すタイミングチャ
ートである。
【００３８】
また、図３は、従来の過電流保護回路と実施の形態１の過電流保護回路の動作波形を比較
して示す波形図である。さらに、図４は、通常時とサージによる電源電圧異常時の動作波
形を比較して示す波形図である。
【００３９】
図２は、正常時（ｔ１～ｔ２）と、通電時間が所定値より長い場合の異常時（ｔ３～ｔ５
）の各箇所の動作波形を示す。通電時間が所定値より長い場合には過電流保護回路６Ａに
より、点火コイル３の一次電流ｆを強制的に遮断し、保持する。過電流の検出、遮断、保
持の動作は、図２中、ｅ、ｆ、ｇ、ｈ、ｉに示す。また、過電流の検出部分を拡大したも
の（ｔ４ａ～ｔ４ｃ）を右側に示す。
【００４０】
一次電流ｆを電圧変換した波形ｇが、比較器６３の基準電源６２の所定の電圧に達すると
、比較器６３の出力信号ｈがハイ（ＨＩＧＨ）となり、ラッチ回路６４の出力ｉはハイで
固定となる。ラッチ回路６４の出力ｉは、点火信号ａがロー（ＬＯＷ）（ＯＦＦ）になる
までハイのままである。このラッチ回路６４の出力ｉがハイ（ＨＩＧＨ）になると、反転
入力されたｉに基づき論理回路９Ａの出力ｅはローとなり、スイッチング素子５はオフ（
ＯＦＦ）する。
【００４１】
次に、従来の過電流保護回路と本実施の形態１の過電流保護回路の動作について比較して
説明する。
【００４２】
図３において、（ａ）は従来の過電流保護回路の動作波形、（ｂ）は実施の形態１の過電
流保護回路の動作波形をそれぞれ示す。
【００４３】
例えば、電源電圧が４２Ｖでコイル抵抗が１Ω（オーム）、電流制限値が７Ａとした場合
、スイッチング素子５の消費電力は、従来回路に対し、本実施の形態１では図３（ａ）の
斜線部分（下記計算式）の低減が図れる。
【００４４】
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Ｖ×Ｉ×ｔ＝（４２－１×７）×７×ｔ＝２４５ｔ（Ｗ）
【００４５】
このように、消費電力が低減できるため、素子の小型化や放熱板の小型化が可能となる。
【００４６】
また、バッテリーダンプのように過電圧が印加された場合の動作波形を図４（ｂ）に示す
。なお、図４（ａ）は、通常時の動作波形を示す。
【００４７】
図４（ｂ）に示すように、電源電圧が上昇すると点火コイル３の一次電流の立ち上がりが
速くなるため、過電流保護回路６Ａの過電流遮断機能を採用することで、電源の過電圧に
対する保護も可能となる。
【００４８】
実施の形態２．
この発明の実施の形態２に係る内燃機関用点火装置について図面を参照しながら説明する
。図５は、この発明の実施の形態２に係る内燃機関用点火装置の構成を示す図である。
【００４９】
図５において、１は制御回路、２はバッテリー、３は点火コイル、４は点火プラグ、５は
ＩＧＢＴ（Ｉｎｓｕｌａｔｅｄ　Ｇａｔｅ　Ｂｉｐｏｌａｒ　Ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ：絶
縁ゲート型バイポーラパワートランジスタ）等のスイッチング素子である。
【００５０】
また、同図において、６Ｂは点火コイル３の一次電流が所定値を超えると、一次電流を強
制的に遮断し、点火信号がロー（ＯＦＦ）になるまで遮断状態を保持する過電流保護回路
、７は点火信号が所定の通電時間を超えると、点火コイル３の一次電流を強制的に遮断し
、点火信号がロー（ＯＦＦ）になるまで遮断を保持する通電時間異常保護回路、８は点火
信号を波形整形する波形整形回路、９Ｂは過電流保護回路６Ｂの出力と通電時間異常保護
回路７の出力と波形整形回路８の出力の論理をとる論理回路（ＡＮＤゲート）である。
【００５１】
この通電時間異常保護回路７は、トランジスタ７１、定電流源７２、積分用コンデンサ（
積分回路）７３、比較器７４、及び基準電源７５から構成され、インバータを経た点火信
号に基づき定電流源７２の定電流を積分用コンデンサ７３に積分し、その積分電圧と基準
電源７５の所定の電圧を比較器７４により比較し、積分電圧が所定の電圧以上の場合は通
電時間異常、或いは制御回路１のＧＮＤ浮きと判定し、一次電流を強制的に遮断し、点火
信号がロー（ＯＦＦ）になるまで遮断を保持する。また、波形整形回路８は、比較器８１
と基準電源８２とから構成されている。
【００５２】
上記の実施の形態１では、通常の運転条件について動作を説明したが、エンジン始動状態
のように、極端に電源電圧が低下している場合は、通電時間が所定値より長い場合でも、
所定の一次電流に達せず、過電流遮断が機能しない場合が考えられる。この場合には、一
次電流のピークが低くても、時間が長く、消費電力が大きくなる恐れがある。この状態を
保護するため、通電時間異常保護回路７によって、点火信号が所定時間以上になった場合
には、一次電流を強制的に遮断し、保持する。
【００５３】
つぎに、この実施の形態２に係る内燃機関用点火装置の動作について図面を参照しながら
説明する。
【００５４】
図６は、この発明の実施の形態２に係る内燃機関用点火装置の動作を示すタイミングチャ
ートである。また、図７は、電源電圧が低い場合の点火信号が所定時間より長いときの実
施の形態１及び２の動作波形を比較して示す波形図である。
【００５５】
電源電圧が低い場合の通電時間異常保護回路７の動作について、図６のタイミングチャー
トで説明する。なお、電源電圧が高い場合は上記の実施の形態１と同様の動作となる。
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【００５６】
点火信号ａにもとづき、定電流源７２から積分用コンデンサ７３に充電し（ｃ）、この積
分電圧ｃと基準電源７５の所定の電圧とを比較器７４により比較する。この比較器７４の
出力ｄは、論理回路９Ｂを介し、スイッチング素子５に伝達する。
【００５７】
点火信号ａが正常な場合（ｔ１～ｔ２）は、論理回路９Ｂの出力ｅは波形整形回路８の出
力ｂにより決定する。
【００５８】
一方、点火信号ａが長い場合（ｔ３～ｔ５）には、通電時間異常保護回路７の積分電圧ｃ
が時間ｔ４で所定値に達し、通電時間異常保護回路７の出力ｄが反転し、論理回路９Ｂの
出力ｅはローとなり、スイッチング素子５がオフ（ＯＦＦ）し、点火コイル３の一次電流
ｆが遮断される。
【００５９】
電源電圧が低い場合の点火信号ａが所定時間より長いときの動作について、上記実施の形
態１と本実施の形態２を比較したものが図７である。
【００６０】
上記のように過電流遮断機能と通電時間異常保護機能を組み合わせることで、電源の高電
圧化に対しても信頼性の高いスイッチング素子５の保護が実現できる。
【００６１】
実施の形態３．
この発明の実施の形態３に係る内燃機関用点火装置について図面を参照しながら説明する
。図８は、この発明の実施の形態３に係る内燃機関用点火装置の構成を示す図である。こ
の実施の形態３は、上記の実施の形態２に示す機能を、より簡単な回路で構成し、部品点
数を削減したものである。
【００６２】
図８において、１は制御回路、２はバッテリー、３は点火コイル、４は点火プラグ、５は
ＩＧＢＴ（Ｉｎｓｕｌａｔｅｄ　Ｇａｔｅ　Ｂｉｐｏｌａｒ　Ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ：絶
縁ゲート型バイポーラパワートランジスタ）等のスイッチング素子である。
【００６３】
また、同図において、６Ｃはスイッチング素子５にシリーズに接続した検出抵抗６１と、
この検出抵抗６１に発生する電圧を基準電源６２の所定の電圧（例えば、一次電流の正常
時の最大値の１．６倍に対応する値）と比較する比較器６３とから構成され、比較器６３
の出力ｈに応じて後述する積分回路（コンデンサ）７３を充電し、後述する通電時間異常
保護回路を介して、一次電流が所定値を超えると一次電流を強制遮断する過電流保護回路
である。
【００６４】
また、同図において、７はトランジスタ７１と、インバータを経た点火信号に応じて定電
流源７２の定電流を積分する積分回路（積分用コンデンサ）７３と、その積分した電圧と
基準電源７５の所定の電圧を比較する比較器７４とから構成され、この比較器７４の出力
に応じて点火コイル３の一次電流を強制的に遮断し、点火信号がロー（ＯＦＦ）になるま
で遮断を保持する、つまり、点火信号が所定の通電時間を超えると一次電流を強制的に遮
断する通電時間異常保護回路である。さらに、１０はダイオードである。また、波形整形
回路８は、比較器８１と基準電源８２とから構成されている。
【００６５】
つぎに、この実施の形態３に係る内燃機関用点火装置の動作について図面を参照しながら
説明する。
【００６６】
図９は、この発明の実施の形態３に係る内燃機関用点火装置の動作を示すタイミングチャ
ートである。また、図１０は、点火コイルの一次電流の検出手段の別の回路構成を示す図
である。さらに、図１１は、１４Ｖと４２Ｖでの保護回路が働いた場合の動作波形を比較
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して示す波形図である。
【００６７】
図９は、正常時（ｔ１～ｔ２）、通電時間が所定値より長い場合（ｔ３～ｔ５）の各部の
動作波形を示す。また、過電流の検出から一次電流の強制遮断の部分を拡大した図を右側
に示す。
【００６８】
この実施の形態３では、過電流保護回路６Ｃは、過電流の検出（ｔ４）により、通電時間
異常保護回路７中の積分回路７３を急速に充電する（ｈ）。つまり、過電流保護回路６Ｃ
の比較器６３は、増幅機能を有し、検出抵抗６１に発生する電圧と基準電源６２の電圧の
差に相当する電流を、積分回路７３へ供給する。また、通電時間異常保護回路７中の比較
器７４は、基準電源７５の所定の電圧と充電電圧（積分電圧）ｃを比較し、充電電圧ｃが
所定の電圧以上になった場合には、論理回路９Ｃを介し、一次電流ｆを強制的に遮断し、
遮断を保持する。
【００６９】
図９において、比較器７４の出力、論理回路９Ｃの後段のスイッチング素子５の駆動信号
、及び一次電流波形を、各々ｄ、ｅ及びｆに示す。
【００７０】
これにより、上記の実施の形態２と比較して、過電流の検出による一次電流の強制遮断後
の遮断の保持をするためのラッチ回路６４が削減でき、論理回路９Ｂが９Ｃのように簡素
化できる。よって、この実施の形態３は、上記実施の形態２に示した保護機能と同等の機
能を、簡素化した回路で実現できる。
【００７１】
点火コイル３の一次電流の検出手段の回路構成として、上記の実施の形態１から実施の形
態３ではＩＧＢＴ５とｌＧＢＴ５にシリーズに形成した検出抵抗６１で構成した回路を提
示したが、図１０に示すように、バイポーラパワートランジスタを用いた構成（ａ）や、
ＩＧＢＴ５と並列に接続した検出用のＩＧＢＴ５ＡとそのＩＧＢＴ６５にシリーズに挿入
した検出抵抗６１とから構成（ｂ）した場合も、本発明と同様の効果が得られる。なお、
図１０（ｂ）に示すＩＧＢＴ５と並列に接続したＩＧＢＴ５Ａをワンチップにしたものが
ＩＰＤ（Ｉｎｔｅｌｌｉｇｅｎｃｅ　Ｐｏｗｅｒ　Ｄｅｖｉｃｅ）と呼ばれている。
【００７２】
次に、スイッチング素子５を強制遮断する電流値の設定について説明する。
【００７３】
点火信号が正常な場合でも、一次電流の立ち上がり特性のばらつきにより、過電流遮断機
能の設定電流以上に電流値が上昇すると、過電流遮断機能によって正規の点火時期より早
く点火してしまう可能性がある。
【００７４】
これを考慮して過電流遮断機能の電流値の設定を行う必要がある。点火コイル３の立ち上
がり特性は、一次抵抗やインダクタンスのばらつき、温度変化などによって変化する。
【００７５】
コイルの材料である銅の温度係数は４３００ｐｐｍ程度であり、低温でコイルの抵抗は減
少し、一次電流の立ち上がりは速くなる。例えば、－３０℃での抵抗値は、
Ｒ（１＋４３００／１００００００×（－３０－２５））＝０．７６Ｒ
であるから、２５℃の時の０．７６倍となり、立ち上がりの速さは略１．３倍となる。
【００７６】
一次抵抗は、略±５％程度である。インダクタンスのばらつきは、ほぼ無視できる。また
、電源電圧変動によるばらつきを考慮するとさらに１５％程度のマージンを見る必要があ
る。
【００７７】
これらより強制遮断するための所定の電流値の設定は、
１．３×１．０５×１．１５＝１．５７
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から、最低でも目標電流（一次電流の正常時の最大値）の１．６倍に設定する必要がある
。
【００７８】
次に、スイッチング素子５としてＩＧＢＴを用いた例を説明する。
【００７９】
スイッチング素子５は、例えば、バイポーラパワートランジスタやＩＧＢＴを用いて構成
するが、一般的にＩＧＢＴはバイポーラトランジスタに比べ、同一のチップサイズでは大
電流を流すことが出来る。
【００８０】
上記の説明に示す通り、過電流遮断機能の電流値の設定は目標特性に対し、充分にマージ
ンをとる必要がある。同一のチップサイズの場合、ＩＧＢＴを採用することにより、バイ
ポーラパワートランジスタに比べ、充分なマージンを確保できる。また、同一の電流値を
設定する場合には、ＩＧＢＴを採用した方が小型化できる。
【００８１】
また、スイッチング素子５として、前述したＩＰＤ（Ｉｎｔｅｌｌｉｇｅｎｃｅ　Ｐｏｗ
ｅｒ　Ｄｅｖｉｃｅ）を用いた場合にもＩＧＢＴを用いた場合と同様の効果が得られる。
【００８２】
本発明は、現行の１４Ｖシステム（バッテリー電圧１２Ｖ）においても、異常時のスイッ
チング素子５の消費電力を低減できるため、スイッチング素子５の小型化や放熱板の小型
化が可能となるが、高電圧電源４２Ｖ（バッテリー電圧３６Ｖ）においては、さらに効果
が大きい。
【００８３】
図１１は、１４Ｖと４２Ｖで保護回路が働いた場合の波形を示す。例えば、コイル抵抗を
１Ω（オーム）、保護機能が働＜電流を１０Ａとすると、１４Ｖの場合はＶＩｔ＝（１４
－１０）１０ｔ＝４０ｔの消費電力の低減となるが、４２Ｖの場合にはＶＩｔ＝（４２－
１０）１０ｔ＝３２０ｔの消費電力の低減となり、４２Ｖの場合の方が８倍の消費電力を
低減できる。
【００８４】
設定電流やコイル抵抗により効果は増減するが、４２Ｖシステムで有効なのは上記より明
らかである。
【００８５】
電源端子を持たないスイッチング回路では、一般的に制御回路側に過電圧遮断機能が必要
であるが、本発明では、制御回路側の過電圧遮断機能が削除できる。
【００８６】
【発明の効果】
この発明に係る内燃機関用点火装置は、以上説明したとおり、点火コイルの一次電流を通
電、遮断制御するための点火信号を波形整形する波形整形回路と、前記波形整形された点
火信号に基づいて前記一次電流を通電、遮断することにより前記点火コイルの二次側に高
電圧を発生させるスイッチング素子と、前記点火コイルの一次電流が

所定値を超えたときには、前記一次電流を強制的に遮断し、前記点
火信号がオフするまで遮断状態を保持する過電流保護回路とを備えたので、スイッチング
素子の消費電流を低減でき、素子の小型化や放熱板の小型化を図ることができるという効
果を奏する。
【００８７】
この発明に係る内燃機関用点火装置は、以上説明したとおり、前記過電流保護回路が、前
記スイッチング素子に直列に接続された検出抵抗と、前記検出抵抗の端子電圧と基準電源
の所定の電圧を比較する比較器と、前記比較器の出力及び前記点火信号に基づいて前記ス
イッチング素子の通電、遮断を制御するラッチ回路とを有するので、スイッチング素子の
消費電流を低減でき、素子の小型化や放熱板の小型化を図ることができるという効果を奏
する。
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【００８８】
また、この発明に係る内燃機関用点火装置は、以上説明したとおり、点火コイルの一次電
流を通電、遮断制御するための点火信号を波形整形する波形整形回路と、前記波形整形さ
れた点火信号に基づいて前記一次電流を通電、遮断することにより前記点火コイルの二次
側に高電圧を発生させるスイッチング素子と、前記点火コイルの一次電流が

所定値を超えたときには、前記一次電流を強制的に遮断し、
前記点火信号がオフするまで遮断状態を保持する過電流保護回路と、前記点火信号が所定
の通電時間を超えたときには、前記点火コイルの一次電流を強制的に遮断し、前記点火信
号がオフするまで遮断状態を保持する通電時間異常保護回路とを備えたので、保護機能の
信頼性を高めることができるという効果を奏する。
【００８９】
この発明に係る内燃機関用点火装置は、以上説明したとおり、前記通電時間異常保護回路
が、前記点火信号に基づき定電流を積分する積分回路と、前記積分回路の積分電圧と基準
電源の所定の電圧を比較し、この比較結果に基づいて前記スイッチング素子の通電、遮断
を制御する比較器とを有するので、保護機能の信頼性を高めることができるという効果を
奏する。
【００９０】
この発明に係る内燃機関用点火装置は、以上説明したとおり、前記過電流保護回路が、前
記スイッチング素子に直列に接続された検出抵抗と、前記検出抵抗の端子電圧と基準電源
の所定の電圧を比較する比較器と、前記比較器の出力及び前記点火信号に基づいて前記ス
イッチング素子の通電、遮断を制御するラッチ回路とを有するので、保護機能の信頼性を
高めることができるという効果を奏する。
【００９１】
さらに、この発明に係る内燃機関用点火装置は、以上説明したとおり、点火コイルの一次
電流を通電、遮断制御するための点火信号を波形整形する波形整形回路と、前記波形整形
された点火信号に基づいて前記一次電流を通電、遮断することにより前記点火コイルの二
次側に高電圧を発生させるスイッチング素子と、前記点火コイルの一次電流が

所定値を超えたときには、所定の信号を出力する過電流保
護回路と、前記所定の信号に基づき前記点火コイルの一次電流が所定値を超えたとき、又
は前記点火信号が所定の通電時間を超えたときには、前記点火コイルの一次電流を強制的
に遮断し、前記点火信号がオフするまで遮断状態を保持する通電時間異常保護回路とを備
えたので、部品を削減でき、コストを低減することができるという効果を奏する。
【００９２】
この発明に係る内燃機関用点火装置は、以上説明したとおり、前記過電流保護回路が、前
記スイッチング素子に直列に接続された検出抵抗と、前記検出抵抗の端子電圧と基準電源
の所定の電圧を比較し比較結果を出力する比較器とを有するとともに、前記通電時間異常
保護回路が、前記点火信号及び前記比較結果に基づき定電流を積分する積分回路と、前記
積分回路の積分電圧と基準電源の所定の電圧を比較し、この比較結果に基づいて前記スイ
ッチング素子の通電、遮断を制御する比較器とを有するので、部品を削減でき、コストを
低減することができるという効果を奏する。
【００９３】
この発明に係る内燃機関用点火装置は、以上説明したとおり、前記過電流保護回路におけ
る所定値を、前記一次電流の正常時の最大値の１．６倍以上としたので、安全性を考慮し
た保護機能の信頼性を高めることができるという効果を奏する。
【００９４】
この発明に係る内燃機関用点火装置は、以上説明したとおり、前記スイッチング素子を、
絶縁ゲート型バイポーラパワートランジスタとしたので、チップサイズを小型化でき、ス
イッチング素子を強制遮断するための電流値を高く設定することができるという効果を奏
する。
【図面の簡単な説明】
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【図１】この発明の実施の形態１に係る内燃機関用点火装置の構成を示す図である。
【図２】この発明の実施の形態１に係る内燃機関用点火装置の動作を示すタイミングチャ
ートである。
【図３】従来の過電流保護回路とこの発明の実施の形態１の過電流保護回路の動作波形を
比較して示す波形図である。
【図４】通常時とサージによる電源電圧異常時の動作波形を比較して示す波形図である。
【図５】この発明の実施の形態２に係る内燃機関用点火装置の構成を示す図である。
【図６】この発明の実施の形態２に係る内燃機関用点火装置の動作を示すタイミングチャ
ートである。
【図７】電源電圧が低い場合の点火信号が所定時間より長いときの実施の形態１及び２の
動作波形を比較して示す波形図である。
【図８】この発明の実施の形態３に係る内燃機関用点火装置の構成を示す図である。
【図９】この発明の実施の形態３に係る内燃機関用点火装置の動作を示すタイミングチャ
ートである。
【図１０】点火コイルの一次電流の検出手段の別の回路構成を示す図である。
【図１１】１４Ｖと４２Ｖでの保護回路が働いた場合の動作波形を比較して示す波形図で
ある。
【図１２】従来の内燃機関用点火装置の構成を示す図である。
【図１３】従来の内燃機関用点火装置の動作を示すタイミングチャートである。
【符号の説明】
１　制御回路、２　バッテリー、３　点火コイル、４　点火プラグ、５　スイッチング素
子、６Ａ、６Ｂ、６Ｃ　過電流保護回路、７　通電時間異常保護回路、８　波形整形回路
、９Ａ、９Ｂ、９Ｃ　論理回路、１０　ダイオード、６１　検出抵抗、６２　基準電源、
６３　比較器、６４　ラッチ回路、６５　ＩＧＢＴ、７１　トランジスタ、７２　定電流
源、７３　積分用コンデンサ、７４　比較器、７５　基準電源、８１　比較器、８２　基
準電源。
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】
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【 図 １ ３ 】
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